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秋田県立大学の産学連携・共同研究推進事業にお

いて，これまでに五城目町との事業を進めてきてお

り（今西ら, 2016b），五城目町を中心とした秋田にお

けるキイチゴの産地化が進められ，国内有数のキイ

チゴ産地に成長しつつある（Miyairi & Imanishi, 

2012）．能代市では 2015 年度に市の総合計画におけ

る「新規作物共同研究事業」および「能代の果樹生

産強化等支援事業費補助金」事業を掲げ，収益性の

高い農業を目指した産地化を図ることとし，キイチ

ゴをその作目の一つと位置付けている．2015 年度か

らは能代市との産学連携・共同研究推進事業が開始

され，生産者および実需者から構成される「能代キ

イチゴ研究会」が発足し，能代市内の企業に地元産

のキイチゴを利用してもらえるように地元の市場開

拓を図った（今西ら, 2016a）．

生産開始の 2 年目となる今年度は，生産面におい

ては，生産者と生産量の拡大を図り，栽培管理と収

穫調整の高位平準化を実現することが課題となる．

生鮮果実の長期安定生産，冷凍果実の安定出荷，販

路拡大により産地展開を図っていくために，これま

でに生鮮果実の収穫期の調整を試み，一定の成果を

上げてきている（Imanishi, Miyairi & Torii, 2012；今

西, 2014）．しかし，10 月以降に収穫期を人為的に調

整し，11 月以降の晩秋における収量の低下を防ぐ方

能代市では 2015 年度に，市の総合計画における「新規作物共同研究事業」および「能代の果樹生産強化等支援事業費補助金」事業

を掲げ，収益性の高い農業を目指した産地化を図ることとしている．キイチゴをその作目の一つと位置付け，産地形成の取り組み

が 2015 年度から開始されている．生産開始の 2 年目となる今年度は，栽培管理技術の普及，栽培技術の開発，販路の確立および産

地体制の構築について取り組んだ．現地研修会を 10 回開催し，苗木の増殖と定植，栽培管理技術の普及を図り，販売方法について

意見交換を行った．2017 年 3 月には今年度の活動報告会を行った．生鮮果実の長期継続出荷方法について検討し，側枝 1 本を伸長

させることにより 8 月から 12 月にかけて継続的に生産することが可能となった．能代市内 5 社の菓子店に購買意向に関するアンケ

ートを実施した結果，生果あるいは冷凍果実の購入希望が菓子店によって異なった．2017 年度の需給バランスについて検討すると，

輸入品に対して競争力の高い生鮮果実の比率を高めることが最優先課題とする必要がある．産地としての認知度を高めてゆくため

に，販促資材を利用することでＰＲ活動をすることが必要である．地元のキイチゴ果実を購入する意向を示す企業の発掘により，

地域の市場を開拓し始めている．
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法が確立されていない．これと並行して，販売面に

おいては，出荷・販売組織を強化し，販路を確保し，

生産地として定着することが課題である． 

そこで本研究では，新たなキイチゴ産地の形成を

図るため，2015 年度から能代市と連携して経営実証

的に取り組んだ．本年度は，栽培管理技術の普及，

栽培技術の開発，販路の確立および産地体制の構築

について取り組んだ． 

 

栽培管理技術の普及 

 

2016 年度の現地研修会を 10 回開催し，時期ごと

の栽培管理方法の説明，販売についての意見交換を

行った．能代市農業技術センターにおいて６回の研

修会を開催し，苗木の増殖と定植，栽培管理および

収穫・調整方法について説明を行った．農業技術セ

ンター以外の場所では，5 月 27 日に五城目町の生産

者ほ場および秋田県立大学フィールド教育研究セン

ターほ場を視察し，地植えや鉢植え，雨よけの有無

など種々の栽培方法について研修を行った．7 月 29

日には，二ツ井地域の生産者ほ場において研修会を

開催し，栽培管理方法の説明，生育状況の確認およ

び意見交換を行った．9 月 14 日には，五城目町の生

産者ほ場に行き，秋果の‘ヘリテージ’成木の収穫

期の状況を視察した．2017 年 3 月 14 日には，能代

市中央公民館において，本事業の広報と新規参入者

の拡大を図るため，一般市民にも案内した今年度の

活動報告会を行い，生産者による栽培への取り組み

についての講話，栽培および販売について報告した．

さらに，今後の販売促進に向けて，鈴木弓子氏（あ

きた産業デザイン支援センター）によってロゴマー

クについて講演がされた． 

 

生鮮果実の長期継続出荷方法の検討 

 

単価の高い生鮮果実の販売期間を延長し，計画的

に収穫期を調整し，生鮮果実の長期安定生産を行う

ことを目的として，これまでに一年生枝結実性品種

を用いた秋果の収穫調整技術について検討を行って

きている（今西, 2014）．今回は側枝 1 本を伸長させ

ることによって，主枝の収穫ののちに側枝からの収

穫を得ることで長期の生産を行うことを目的とした．

その結果，主枝からの収穫は8月第2週から始まり，

10 月第 1 週まで継続した．側枝を伸長させた場合，

側枝からの収穫は 10 月第 1 週から始まり，12 月第 3

週まで継続した．以上のことから，側枝 1 本を伸長

させることにより，8 月から 12 月にかけて生鮮果実

を長期継続生産することが可能となった．しかし，

側枝からの収量は主枝からの収量に比べて少ないた

め，一定の収量を生産し続けることにいまだ課題が

残っているため，今後さらに検討する必要がある． 

 

販路確立にむけた取り組み 

 

2015 年度の共同研究では，能代市内の菓子店 3 社

からキイチゴを使用した試作菓子の提供を受けた．

このうちもっとも購買意向の強かった 1 社に対し，

本年度は継続的なサンプル提供などを行い，関係の

強化に努めた．さらに営業活動の対象を，洋菓子店

を中心とする能代市街地の 5 社に広げ，冷凍果実の

サンプルの提供と購買意向に関するアンケートを実

施した． 

その結果をまとめたのが表 1 である．A 社が 2015

年度から継続して関係を強化してきた菓子店で，B

社も 2015 年度に試作品を提供してくれた菓子店で

ある． 

本年度の活動からあきらかとなったのは，生果と

冷凍果実のどちらの購入を希望するかが菓子店によ

って大きく異なることである．A 社は生果の購入意

向も示しているが現状では生果の使用実績はなく，

冷凍果実を年間 55kg ほど購入して使用している（ホ

ール，ブリゼ，ピューレ合計）．この一部を能代産の

ものに置き換える形での購入を希望しているため，

冷凍果実の販売先として有力である． 

また，D 社は営業活動を開始した当初はキイチゴ

生果 冷凍 生果 冷凍

A 300 1,000 － －

B 500 － 8,000 －

C 500 － － 1,400

D － 若干量 － 1,100

表１　販路開拓活動で得られた購買意向のまとめ

購入量意向(g) 外国産の価格（円/kg）
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の使用実績がなく購入には消極的であったが，提供

したサンプルを使用して焼き菓子を試作した結果，

冷凍果実を若干購入する意向を示すようになった．

D 社からは，生果は日持ちしないので購入後も長期

間保存して使用できる冷凍果実でなければ使用でき

ないとの説明があった． 

C 社はこれとは逆に，保存性のよい形では長期在

庫となる懸念があるため，できるだけ生果かそれに

近い状態で使用したいとの意向を示している．これ

までにC社に提供したサンプルは果実の形状や大き

さなどによって，スポンジケーキ類，デザート菓子，

ゼリーなどに使い分けられたようである． 

B 社は夏場のイチゴが高価な時期に，その代替と

してキイチゴを使用することに期待しており，用途

としてはショートケーキなどのスポンジケーキ類，

デザート菓子を想定していると考えられ，生果の購

入意向が強い． 

営業活動のなかで，提供したサンプルに対する評

価についての聞き取りも行ったが，品質に対する評

価は非常に高かった．具体的には，食味がよい，冷

凍品の離水が少ないなどである．ただし，C 社から

は熟度が進みすぎたものが一部あったことが指摘さ

れたので，カラーチャート等を使用した出荷基準の

徹底が求められる． 

価格については，生果に対する評価が高かった．

表 1 には各社が利用できる調達先から購入した場合

の輸入品の価格を記したが，生果について B 社は本

共同研究で想定している販売価格の 2 倍の価格であ

った．これに対して，冷凍果実は本共同研究では

2,000 円/kg での販売を想定しているのに対し，輸入

品はそれよりも安価な傾向にあった．冷凍果実の購

入意欲が高いA社も能代産冷凍果実を高価と評価し

ているが，品質の良さと地元産であることを評価し

て購入の意向を示していた．輸入品に対する価格競

争力が高くない冷凍果実の購入意向を有している A

社のような顧客には営業活動を重点的におこなうべ

きと考えられる．また，品質面での優位を喪失しな

いよう，選別や冷凍などの作業を的確に実施できる

基準・体制の構築が重要である． 

なお，サンプル提供ではなく実際の販売について

は C 社に対しておこなったが，栽培面で安定しなか

ったこともあり販売額が数百円の規模にとどまった．

本格的な販売の業務フローも未確立であり，収穫か

ら選果，包装，集荷，配送，代金回収等の流れを円

滑におこなえる組織と体制の整備も課題である． 

 

需給バランスの検討 

 

ここでは，2017 年度の収穫見込数量と前項の販売

見込数量を比較することで，需給バランスについて

検討する．収穫量を予測する基礎となる株（地植え

では結果母枝等）の数は，2017 年度では夏期結実性

品種が 120 本程度，秋季結実性品種が 650 本程度と

見込まれる．ここから，夏期結実性品種は約 70kg

の収穫が，秋季結実性品種は約 130kg の収穫が見込

まれる． 

これに対して販売見込数量は，生果については秋

季結実性品種を販売すると想定し，8～11 月までの

12 週間販売するとして，1 週間あたりの購入希望数

量が各店の合計で 1.3kg であるから，約 16kg となる．

販売額としては，6 万 4,000 円となる． 

冷凍果実については，購入希望量が明確なＡ社に

対し通年で販売すると仮定し，販売回数を年間 50

週とすれば，1週あたり1kgの販売量であるから50kg

が販売見込量となる．販売額では 10 万円である． 

秋季結実性品種だけでみても，130kg の収穫見込

量に対して約 70kg の販売見込量であるから，全量を

売り切れないことが懸念される． 

しかし，本年に限っていえば，1 年生樹が大半を

占めていること，栽培初年度で収穫作業者が熟練し

ておらず単収が伸び悩んだり製品歩留まりが低いで

あろうこと，また販売面でも A 社がバレンタインデ

ー等のイベント時期には追加で購買する意向を示し

ていることなどの要因から，冷凍品在庫の著しい余

剰が出る懸念はそれほどないと考えている． 

来年度以降は，栽培面積の拡大，単収の増加等に

より収穫量が増大するならば，販路の拡大は重要な

課題となると考えられる．具体的な取り組み課題を

重要と思われる順に挙げれば，①輸入品に対して競

争力の高い生鮮果実の比率を高めること，②冷凍果

実販売先を複数確保し拡大すること，③1 販路あた

りの販売量の拡大，④会員が個別に取り組む直売所
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等での果実・加工品販売の奨励・拡大となろう．①

については，全量を売り切るだけであれば優先順位

は高くないが，収益性の向上もあわせて考えれば最

優先課題とする必要がある． 

 

ブランドの構築 

 

キイチゴの主な販路は，洋菓子店を中心とする業

務用となる．その場合，最終的に消費者が購入する

商品には，能代産のキイチゴを使用していることが

表示されない場合も多い．こうしたなかで産地とし

ての認知度を高めてゆくためには，ブランド名やロ

ゴ，マークを制定し，POP やパンフレット等の販促

資材を利用することで積極的にＰＲ活動をすること

が必要である． 

この課題については，あきた産業デザイン支援セ

ンターに講師の派遣を依頼し，研究会総会において

ブランド戦略の策定に必要な事項に関する講演を開

催した．2017 年度の共同研究においても，引き続き

同センターの協力のもとロゴマークのデザインなど

の作業を進める予定である． 

また，ブランド名については，本年度はブランド

名について研究会役員・能代市事務局との間で候補

を絞り込む作業をおこなった．しかし，2017 年度共

同研究では会員の加入・脱退による主力生産者の入

れ替わりが見られたため，改めて販売希望者による

協議をおこない，ブランド名を設定してゆく必要が

ある． 

 

まとめ 

 

本年度は，キイチゴ栽培に取り組む 2 年目となり，

栽培管理技術の普及と収穫果実の販売開始を目標と

し，販売量はわずかながら実現することができた．

また，地元のキイチゴ果実を積極的に使う意向を示

す企業の発掘により，地域の市場を開拓し始めてい

る．次年度以降も技術開発とその実践に向けての研

修会を通じた支援，視察研修や意見交換を重ね，継

続的な発展に取り組む予定である．本事業を実施す

ることにより，県内の新しい生産地域が加わること

となるため，秋田県におけるキイチゴの産地化に向

けて一層の前進が期待される． 
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The city of Noshiro seeks to make production area with an agriculture that has good returns with “the cooperative study programs with newly 

induced crops” and “subsidies to support the enhancement of fruit tree production in Noshiro” in the comprehensive plan of Noshiro for 2015. 
Since raspberry was positioned as a newly induced crop, the formation of a raspberry production area in Noshiro began in the 2015 business year. 

In 2016, which is the second year since raspberry production was begun, we worked on extending raspberry cultivation techniques, the 

development of culture technique, developing the market and construction of production-area system. Local training workshops were held 10 
times, and we attempted to extend the propagation of nursery stock, planted the nursery, and researched cultivation techniques and discussed 

sales methods. The activities in this business year were reported in March, 2017. We studied the method of long-term continuous production of 

fresh raspberries. Continuous production from August to December became possible through the elongation of one lateral cane. From the result 

of questionnaire on the intention to buy raspberries produced in Noshiro to five companies of confectionary in Noshiro, the purchase desire for 
fresh fruits or frozen fruits was found to be different in each company. We considered the balance of supply and demand in 2017, enhancing the 

rate of locally produced fresh fruits that are more competitive than imported fruits; this needs to be the top-priority issue. To improve recognition 

as a production area, it is needed to hold PR activities using a tool for sales promotion. Developing the local market begun with discovering 
companies which have the intention of purchasing locally produced raspberries. 
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